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１． 17 年９月中間期の業績（平成 17 年４月１日～平成 17 年９月 30 日） 

(1)経営成績                                 （百万円未満切捨て） 

 売 上 高      営業利益  経常利益  
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17 年９月中間期 39,352 102.3 5,205 273.1 4,317 432.6 

16 年９月中間期 19,448 17.7 1,395 36.1 810 36.7 

17 年３月期 57,600  △9.6  5,426  46.3 3,940    57.4 
 
 中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益  

 百万円 ％  円 銭

17 年９月中間期 2,433 412.7 130 25  

16 年９月中間期 474 76.2 25 65  

17 年３月期 2,110 53.7 110 81  
(注) ①期中平均株式数 17 年９月中間期 18,681,932 株 16 年９月中間期 18,506,132 株 17 年３月期 18,547,046 株
 ②会計処理の方法の変更 有 
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金  
 円 銭 円 銭

17 年９月中間期   12 50 －  

16 年９月中間期 12 50 －  

17 年３月期 － 25 00  
(注) 17 年９月中間期配当金の内訳 記念配当 － 特別配当 －  
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年９月中間期 114,356 28,550 25.0 1,517 95 

16 年９月中間期 96,653 24,557 25.4 1,323 55 

17 年３月期 116,913 25,906 22.2 1,390  45 
(注) ①期末発行済株式数 17 年９月中間期 18,808,463 株 16 年９月中間期 18,554,663 株 17 年３月期 18,592,463 株
 ②期末自己株式数 17 年９月中間期 147,737 株 16 年９月中間期 360,337 株 17 年３月期 322,537 株
 
 
２．18 年３月期の業績予想（平成 17 年 4 月１日～平成 18 年 3月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通  期 67,000 6,000 3,600 12 50 25 00

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  88 円 59 銭 

注：当社は、平成 17 年 10 月 25 日付けで 2,500,000 株の公募増資および平成 17 年 11 月 4 日付けで 450,000 株の第三者

割当増資を実施しております。また、平成 18 年 1月 4 日現在の株主に対し、平成 18 年 1 月 5日付けで普通株式 1株につ

き 2株の割合で株式分割を行なう予定であります。上記の 1株当り予想当期純利益（通期）は、上記を勘案し株式分割に

ついては期首に行なわれたと仮定して算出しております。 

※ 上記の予想は本資料発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって、大きく異なる結果となる可能

性があります。 

 



 

中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在）

前 事 業 年 度 
要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在）

期 別 
 
 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 ％ ％ ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  13,225 23,018  18,491

２ 売掛金  － 73  67

３ たな卸資産 ※２ 54,320 59,612  72,140

４ 販売用不動産出資金等 ※６ 8,101 3,719  7,947

５ 前渡金  1,894 1,256  1,468

６ 前払費用  2,487 2,066  1,774

７ 不動産流動化短期貸付金  － 10,664  －

８ 短期貸付金  4,960 767  4,845

９ その他  1,607 1,684  1,608

貸倒引当金  △54 △100  △81

流動資産合計  86,542 89.5 102,763 89.9 108,261 92.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物及び構築物 ※1･2 730 349  359

(2) 土 地 ※２ 1,345 550  550

(3) その他 ※１ 74 71  76

有形固定資産合計  2,150 2.2 971 0.8 986 0.8

２ 無形固定資産  57 0.1 105 0.1 66 0.1

３ 投資その他の資産   

(1) 関係会社株式  5,432 5,166  5,175

(2) その他 ※2･3 2,470 5,349  2,423

投資その他の資産合計  7,902 8.2 10,516 9.2 7,598 6.5

固定資産合計  10,110 10.5 11,592 10.1 8,651 7.4

資産合計  96,653 100.0 114,356 100.0 116,913 100.0

        

－ 単35 － 



 

 

 
(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

前 事 業 年 度 
要約貸借対照表 

期 別 
 
 

科 目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形  3,348 1,696  7,272

２ 買掛金  1,633 2,531  5,009

３ 短期借入金 ※2･5 38,208 18,874  21,068

４ 一年以内償還予定の社債  480 6,965  1,605

５ 未払法人税等  312  1,875  991

６ 前受金  2,224 1,775  1,352

７ 賞与引当金  16 16  45

８ その他  2,399 1,981  2,707

流動負債合計  48,623 50.3 35,716 31.2 40,052 34.3

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  6,965 10,600  15,200

２ 長期借入金 ※２ 16,153 39,046  35,123

３ 退職給付引当金  44 53  54

４ その他  309 390  576

固定負債合計  23,471 24.3 50,089   43.8 50,954 43.5

負債合計  72,095 74.6 85,805 75.0 91,006 77.8

  

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  7,672 7.9 7,746 6.8 7,672 6.6

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  7,444 7,520  7,444

２ その他資本剰余金  54 108  110

資本剰余金合計  7,499 7.8 7,629 6.7 7,555 6.5

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  93 93  93

２ 任意積立金  6,700 6,700  6,700

３ 中間(当期)未処分利益  2,863 6,413  4,267

利益剰余金合計  9,656 10.0 13,206 11.6 11,060 9.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 144 0.1 － －

Ⅴ 自己株式  △270 △0.3 △177 △0.2 △381 △0.3

資本合計  24,557 25.4 28,550 25.0 25,906 22.2

負債・資本合計  96,653 100.0 114,356 100.0 116,913 100.0

        

 

 

－ 単36 － 



(2) 中間損益計算書 

 (単位：百万円) 

前中間会計期間 

( 自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日  )至 平成17年９月30日  (
 

前 事 業 年 度 
要約損益計算書 
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)
 

期 別 
 
 
 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

  ％ ％  ％

Ⅰ 売上高  19,448 100.0 39,352 100.0  57,600 100.0

Ⅱ 売上原価  15,759 81.0 31,713 80.6  46,367 80.5

売上総利益  3,689 19.0 7,639 19.4  11,233 19.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,293 11.8 2,433 6.2  5,807 10.1

営業利益  1,395 7.2 5,205 13.2  5,426 9.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 148 0.8 83 0.2  250 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 733 3.8 972 2.4  1,736 3.0

経常利益  810 4.2 4,317 11.0  3,940 6.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 4 0.0 － －  7 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 4 0.0 8 0.1  415 0.7

税引前中間(当期)純利益  810 4.2 4,308 10.9  3,532 6.1

法人税、住民税及び事業税  210 1,979  1,106 

法人税等調整額  125 335 1.8 △104 1,875 4.7 316 1,422 2.4

中間(当期)純利益  474 2.4 2,433 6.2  2,110 3.7

前期繰越利益  2,389 3,980   2,389

中間配当額  － －   231

中間(当期)未処分利益  2,863 6,413   4,267

           

－ 単37 － 



 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式       移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの    中間決算期末の市場価格等に基づく時価法 

                （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの    移動平均法による原価法 

 (3) 販売用不動産出資金等  個別法による原価法 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 販売用不動産及び仕掛不動産 

個別法による原価法 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

３. デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法 

時価法 

 

４. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 

            なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

             建物及び構築物  ３年～50年 

 (2) 無形固定資産  定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

 (3) 長期前払費用  均等償却 

 

５．繰延資産の処理方法 

   社債発行費   支出時に全額費用として処理しております。 

   新株発行費   同上 

 

６．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

     売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

－ 単38 － 



    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当中間会計期間末

において発生していると認められる額を計上しております。 

 

７．ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

     金利スワップについては、特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を採用しております。 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段   デリバティブ取引（金利スワップ取引） 

    ヘッジ対象   キャッシュ・フローが固定されその変動が回避されるもの及び相場変動等による損失の可能性

があり、相場変動等が評価に反映されていないもの 

 (3) ヘッジ方針 

     当社は、借入金の金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っておりま

す。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計また

は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価しております。 

    ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価は省略しております。 

 

８．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。 

 

９．その他中間財務諸表(財務諸表)作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

会計処理の変更 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第6号）を当中間会計期間から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 

－ 単39 － 



表示方法の変更 

前中間会計期間において、流動資産の「短期貸付金」に含めて表示しておりました特別目的会社（ＳＰ

Ｃ）等への短期貸付金については、当中間会計期間より科目の性質をより明確にするため、「不動産流動

化短期貸付金」として区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「不動産流動化短期貸付金」は 4,264 百万円であります。 

 

－ 単40 － 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前 事 業 年 度 末 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 448百万円
 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 305百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 286百万円

※２．担保に供している資産及びこれ

に対応する債務 

(1) 担保に供している資産 

たな卸資産 44,332百万円

建物 100百万円

土地 368百万円

その他の投資 3百万円

計 44,805百万円
 

※２．担保に供している資産及びこれ

に対応する債務 

(1) 担保に供している資産 

たな卸資産 43,796百万円

建物 98百万円

土地 368百万円

計 44,264百万円

 

※２．担保に供している資産及びこれ

に対応する債務 

(1) 担保に供している資産 

たな卸資産 48,691百万円

建物 100百万円

土地 368百万円

計 49,161百万円

 
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 23,966百万円

長期借入金 15,922百万円

計 39,888百万円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 10,784百万円

長期借入金 31,722百万円

計 42,506百万円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 13,327百万円

長期借入金 35,046百万円

計 48,373百万円
 

※３．投資その他の資産に係る貸倒引

当金 

 19百万円
 

※３．投資その他の資産に係る貸倒引

当金 

 23百万円

※３．投資その他の資産に係る貸倒引

当金 

 21百万円

４．偶発債務(保証債務) 

(1) 当社の顧客の住宅ローンに関

して抵当権設定登記完了までの

間、金融機関等に対して連帯債

務保証を行っております。 

一般顧客 1,828百万円
 

４．偶発債務(保証債務) 

(1) 当社の顧客の住宅ローンに関

して抵当権設定登記完了までの

間、金融機関等に対して連帯債

務保証を行っております。 

一般顧客 2,478百万円
 

４．偶発債務(保証債務) 

(1) 当社の顧客の住宅ローンに関

して抵当権設定登記完了までの

間、金融機関等に対して連帯債

務保証を行っております。 

一般顧客 9,115百万円
 

(2) 下記の関連会社の金融機関か

らの借入金に対して次のとおり

債務保証を行っております。 

㈱エルカクエイ 3,090百万円

㈲ﾏｰｽﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･

ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 
5,500百万円

 

(2) 下記の関連会社の金融機関か

らの借入金に対して次のとおり

債務保証を行っております。 

㈱エルカクエイ 6,487百万円

武蔵小杉開発特

定目的会社 
2,430百万円

 

(2) 下記の関連会社の金融機関か

らの借入金に対して次のとおり

債務保証を行っております。 

㈱エルカクエイ 5,030百万円

武蔵小杉開発特

定目的会社 
2,430百万円

㈲ｶﾌﾟﾘｺﾝ･ﾌﾟﾛﾊﾟ

ﾃｨｰ 
1,144百万円
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前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前 事 業 年 度 末 
（平成17年３月31日現在） 

※５．当社は、販売用不動産取得資金

の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関等とｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ契

約を締結しております。 

ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ契約 

の総額 
9,000百万円

当中間会計 

期間末残高 
1,270百万円

 

※５．当社は、販売用不動産取得資金

の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関等とｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ契

約を締結しております。 

ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ契約

の総額 
11,500百万円

当中間会計 

期間末残高 
686百万円

 

※５．当社は、販売用不動産取得資金

の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関等とｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ契

約を締結しております。 

ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ契約 

の総額 
11,000百万円

当事業年度末 

残高 
2,000百万円

 

※６．販売用不動産出資金等 

特別目的会社(SPC)を活用した

不動産開発物件について、開発完

了後当該特別目的会社のエクイテ

ィ(優先出資証券等)を販売するこ

とを目的としたものであります。 

※６．販売用不動産出資金等 

    同左 

※６．販売用不動産出資金等 

同左 

 

 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 

( 自 平成16年４月１日  ) 至 平成16年９月30日
 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日)
 

前 事 業 年 度 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)
 

※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 53百万円

受取配当金 28百万円

金利スワップ評価益 14百万円
 

※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 11百万円

受取配当金 36百万円

金利スワップ評価益 24百万円
 

※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 129百万円

受取配当金 28百万円

金利スワップ評価益 22百万円
 

※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 516百万円
 

※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 578百万円
 

※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 1,122百万円
 

※３．特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 4百万円
 

※３．              

 
 

※３．特別利益の主要項目 

固定資産除売却益 3百万円

投資有価証券売却益 4百万円
 

※４．特別損失の主要項目 

固定資産除却損 4百万円

 

 
 

※４．特別損失の主要項目 

固定資産除却損 0百万円

関係会社株式売却損 8百万円

 
 

※４．特別損失の主要項目 

固定資産除売却損 4百万円

関係会社株式評価損411百万円

 
 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 32百万円

無形固定資産 8百万円
 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 20百万円

無形固定資産 12百万円
 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 66百万円

無形固定資産 17百万円
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(１株当たり情報) 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,323円55銭

１株当たり中間純利益 25円65銭

  

  

１株当たり純資産額 1,517円95銭

１株当たり中間純利益 130円25銭

  

  

１株当たり純資産額 1,390円45銭

１株当たり当期純利益 110円81銭

  
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

25円38銭

  

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

128円94銭

 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

109円87銭

 

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 
前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日
至 平成17年9月30日)

前事業年度 
(自 平成16年１月１日
至 平成17年3月31日)

中間損益計算上の中間(当期)純利益 474百万円 2,433百万円 2,110百万円 

普通株式に係る中間(当期)純利益 474百万円 2,433百万円 2,055百万円 

普通株主に帰属しない金額の

主要な内訳 
   

利益処分による役員賞与金 － － 55百万円 

普通株式の期中平均株式数 18,506千株 18,681千株 18,547千株 

当期純利益調整額 － － － 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に用いられた普通株式増

加数の主要な内訳 

新株予約権 

 

 

 

192千株 

     

 

 

189千株 

 

 

 

159千株 

普通株式増加数 192千株 189千株 159千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

平成13年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

(新株引受権方式)  

  75千株

          

平成16年６月24日定時

株主総会決議ストック

オプション 

(新株予約権)    

  1,910個

平成13年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

(新株引受権方式)  

  75千株

          

          

平成13年６月27日定時

株主総会決議ストック

オプション 

(新株引受権方式)  

  75千株

          

平成16年６月24日定時

株主総会決議ストック

オプション 

(新株予約権)    

  1,910個
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(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

                

 

１ 公募による新株式発行 

 当社は、平成 17 年 10 月 6 日開催

の取締役会において、下記のとおり

公募による新株式の発行を決議し、

平成17年 10月 25日に払込が完了い

たしました。この結果、平成 17 年 10

月 25 日付で資本金は 14,571,678 千

円、発行済株式総数は 21,456,200 株

となっております。 

(1)募集の方法 

 有償一般募集 

(2)発行した株式の種類および数 

 普通株式 2,500,000 株 

 （新株発行後の発行済株式総数

21,456,200 株） 

(3)発行価額 

 1 株につき 5,458.20 円 

(4)発行価額の総額 

 13,645,500 千円 

(5)資本組入額 

 1 株につき 2,730 円 

(6)資本組入額の総額 

 6,825,000 千円 

(7)払込期日 

 平成 17 年 10 月 25 日 

(8)配当起算日 

 平成 17 年 10 月 1 日 

(9)資金使途 

 全額を運転資金（販売用不動産購

入資金及び販売用不動産出資金等）

に充当する予定であります。 

 

２ 第三者割当による新株式発行 

 当社は、平成 17 年 10 月 6 日開催

の取締役会において、下記のとおり

オーバーアロットメントによる当社

株式の売出しに関連して、第三者割

当による新株式の発行を決議し、平

成 17 年 11 月 4 日に払込が完了いた

しました。この結果、平成 17 年 11

月 4 日付で資本金は 15,800,178 千

円、発行済株式総数は 21,906,200 株

となっております。 

(1)割当先 

 みずほ証券株式会社 

(2)発行した株式の種類及び数 

 普通株式 450,000 株 

（新株発行後の発行済株式総数

21,906,200 株） 

(3)発行価額 

 1 株につき 5,458.20 円 

(4)発行価額の総額 

 2,456,190 千円 

(5)資本組入額 

 1 株につき 2,730 円 
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前中間会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

                
(6)資本組入額の総額 

 1,228,500 千円 

(7)払込期日 

 平成 17 年 11 月 4 日 

(8)配当起算日 

 平成 17 年 10 月 1 日 

(9)資金使途 

 全額を運転資金（販売用不動産購

入資金及び販売用不動産出資金等）

に充当する予定であります。 

 

３ 株式分割 

 当社は、平成 17 年 10 月 6 日開催

の取締役会において、下記のとおり

株式分割を行う旨の決議をしており

ます。 

(1)分割方法 

平成18年 1月 5日付をもって平成

18 年 1 月 4 日最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載又は記録された株

主の所有株式数を、1株につき 2株の

割合をもって分割する。 

(2)分割により増加する株式数 

 平成 18年 1月 4日最終の発行済株

式総数に 1を乗じた株式数 

(3)配当起算日 

 平成 17 年 10 月 1 日 
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(リース取引) 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

(有価証券) 

前中間会計期間末（平成16年９月30日）、当中間会計期間末（平成17年９月30日）及び前事業年度末（平成

17年３月31日）において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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